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要旨
本稿は、オープン・イノベーションを遂行する際に発生する企業内組織間コンフリクトの発生メカニズムを明らかにするこ

とを目的とし、なぜパナソニックはオープン・イノベーションを首尾良く遂行することができなかったのか事例の考察を行った。
本稿の結論は、技術探索組織の職務設計と技術活用組織の自前主義に問題があったため、オープン・イノベーションを

遂行する技術探索組織と技術活用組織の間にコンフリクトが生じることにより、その結果としてオープン・イノベーションを
首尾良く遂行することができなかったというものである。具体的には、①技術活用組織は外部技術を利用するインセンティ
ブを持たず、むしろ内部技術の活用を促進する研究開発戦略が採用されていた、②技術探索組織と技術活用組織を調整
する上位組織が存在せず、技術活用組織寄りの意思決定が行われていた、③技術探索組織に役割の二重性があることによっ
て、外部技術の探索に対して資源配分が優先されなかったことが指摘された。
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I.	 はじめに

本稿の目的は、オープン・イノベーションを遂行する際
に発生する企業内組織間コンフリクトの発生メカニズムを
明らかにすることである。本稿では、オープン・イノベー
ションを遂行する際の研究開発組織を、技術探索組織と
技術活用組織に区分することで議論を行う。技術探索組
織とは、研究開発を実施せずに外部技術の探索を役割と
する組織を指しており、技術活用組織とは、実際に研究
開発を実施する組織を指している。

オープン・イノベーションは、「企業内部と外部の技術
を有機的に結合させることによって、価値を創造すること」

（Chesbrough, 2003, p.xxiv 邦訳 8 頁）と定義されてい
る。従来のイノベーション理論と比較すると、企業の境
界を越えた技術や知的財産の移動を重視する点に理論的
特徴がある1。オープン・イノベーションには、企業内部
と外部の技術を結びつける経路として、外部技術を内部
に導入するプロセスと、内部技術を外部に供給するプロ
セスが含まれている（Chesbrough, 2003, pp.xxiv-xxv 
邦訳 8-9 頁）。本稿では、オープン・イノベーションを、
外部技術を内部に導入することによって価値を創造するこ
ととして 限 定 的 な 意 味 に 定 義 する（Clausen, 2013: 
Laursen and Salter, 2006）2。

本稿では、パナソニックが推進した外部技術の探索と
活用にかかわる事例を取り上げることによって、この課題
を考察する。パナソニックは、オープン・イノベーション
に向けた諸組織を設置し、専属スタッフを配置している

（元橋他 , 2012）。しかしながら、その成果は十分に出て
いない（星 , 2008）。パナソニックはオープン・イノベーショ
ン戦略に適合する技術探索組織を設置したにもかかわら
ず、なぜオープン・イノベーションを首尾良く遂行するこ
とができなかったのであろうか。本稿では技術探索組織
と技術活用組織に着目する分析枠組みに従い、企業内
組織間コンフリクトの発生メカニズムを考察する。

本稿の結論を先取りすると、パナソニックは、オープン・
イノベーションを遂行するうえで適切な技術探索組織の
職務設計と技術活用組織における自前主義の改革が行わ
れていなかったことが明らかにされる。分業と調整の仕
組みに齟齬をきたすことにより、技術探索組織と技術活
用組織の間にコンフリクトが生じていたのである。具体的
には、①技術活用組織は外部技術を利用するインセンティ
ブを持たず、むしろ内部技術の活用を促進する研究開発
戦略が採用されていた、②技術探索組織と技術活用組
織を調整する上位組織が存在せず、技術活用組織寄りの
意思決定が行われていた、③技術探索組織に役割の二
重性があることによって、外部技術の探索に対して資源
配分が優先されなかったことである。

本稿は以下のように構成される。2 節では、技術探索
組織と技術活用組織の分析枠組みを導出する。3 節では、
パナソニックのオープン・イノベーションに対する取り組み
を記述する。4 節では、パナソニックの事例を考察するこ
とによって、技術探索組織と技術活用組織の間に生じる
コンフリクトのメカニズムを検討する。最後に 5 節では、
本稿の結論と残された課題について示す。

II.	 技術探索組織と技術活用組織

1.	オープン・イノベーションと吸収能力
オープン・イノベーション研究は、その理論的特徴から

外部との関係にかかわる先行研究が豊富に蓄積されてい
る（Bahemia and Squire, 2010: Buganza et al., 2011: 
Gassman et al., 2010: Huizingh, 2010: Laursen and 
Salter, 2006: Lichtenthaler, 2010: Tidd, 2014: Trott 
and Hartmann, 2009: Wikhamn, 2013）。しかしオープ
ン・イノベーションの遂行には、外部組織との関係だけ
ではなく、外部技術を利用するための内部組織もまた重
要となる（Chesbough, 2003）。オープン・イノベーション
の内部組織については、Cohen and Levinthal（1990）
が提唱した外部技術の吸収能力に着目した議論が展開さ
れている（Clausen, 2013）。Cohen and Levinthal（1990）
は、吸収能力を「外部技術の価値を認識することによって、
それを導入し、事業化に応用する能力」と定義している

（Cohen and Levinthal, 1990, p.128）。
Cohen and Levinthal（1990）は、吸収能力を高める

ためには研究開発能力を高める必要があると主張してい
る。なぜなら外部技術の価値を正しく認識するためには、
関連技術を内部に蓄積している必要があるからである。
内部技術と関連する外部技術を吸収するという議論は、
Mowery et al.（1996）や Lane and Lubatkin（1998）、
Lane et al.（2006）に引き継がれることにより、内部技
術と外部技術にかかわる技術的関連性が吸収能力に正の
影響を与えることが実証されている。

ところが、Cohen and Levinthal（1990）などの議論
では、外部技術を正しく認識することができれば、そ
のまま外部技術を利用できるという前提に立っている。
こうした前 提に異を唱えたのが、Van den Bosch et 
al.（1999）である。Van den Bosch et al.（1999）は、
Kogut and Zander（1992）が提唱した組み合わせ能力

（combinative capabilities）を参考にすることによって、
外部技術を利用する際の内部技術と外部技術を組み合わ
せる能力の重要性を指摘した。このような内部組織の組
織能力については、Draulans et al.（2003）や Zollo et 
al.（2002）、Singh et al.（2007）に引き継がれている。
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外部技術の吸収能力にかかわる研究系譜を整理した
Zahra and George（2002）は、吸収能力が次の 4 つの
下位能力で構成されていることを指摘した。4 つの下位
能力とは、①獲得（acquisition）、②同化（assimilation）、
③変換（transformation）、④活用（exploitation）であ
る。獲得能力とは、外部技術の正しい価値を認識し、そ
れを導入する能力である。同化能力とは、外部技術を内
部組織の文脈で解釈する能力である。変換能力とは、内
部技術と外部技術を組み合わせる能力である。活用能力
とは、組み合わされた技術で事業化を遂行する能力であ
る（Zahra and George, 2002, pp.189-190）。

Zahra and George（2002）は、獲得能力と同化能力
は直接的には競争優位に対して貢献しないという意味か
ら、2 つの能力を潜在的吸収能力（potential absorptive 
capacity）と呼び、変換能力と活用能力はその成果によっ
て競争優位に貢献するという意味から、顕在的吸収能力

（realized absorptive capacity）と呼ぶことで区分して
いる（Zahra and George, 2002, pp.190-191）。本稿では、
各組織能力の具体的活動に着目することによって、潜在
的吸収能力を技術探索能力と呼び、顕在的吸収能力を
技術活用能力と呼ぶ。

2.	探索能力と活用能力のジレンマによる研究開発
組織の分化

1）	探索能力と活用能力のジレンマ

オープン・イノベーションにおける内部組織マネジメン
トについて議論するためには、技術探索能力と技術活用
能力の関係性に着目する必要がある。March（1991）の
主張以降、探索能力と活用能力の間にはジレンマ関係が
あることが認識されている。活用能力は、既存の研究開
発プロセスを効果的に遂行する能力であるため、これま
での組織学習の延長上にある。その一方で探索能力は
既存の研究開発プロセスとは異なる能力であり、これま
での組織学習の延長線上にない能力である。既存の組
織学習は、経路依存的に学習内容の深化を促進するた
め、学習内容の大きな変化をともなう新しい組織学習を
拒 む の で あ る（Crossan et al., 1999: Levinthal and 
March, 1993: March, 1991）3。

以下、本節では March（1991）以後の実証的研究を
整理することによって、探索能力と活用能力のジレンマ関
係を再確認する。

はじめに、Song and Shin（2008）は、半導体産業
にかかわる国際的な特許データの分析によって、技術蓄
積の度合いが外部技術の利用に与える影響を実証してい
る。十分に技術資源を蓄積していた企業は、高い活用能
力を保有しているにもかかわらず、外部技術の利用は減

少する。その一方で技術資源の蓄積が十分でない企業
は、外部技術の利用が増加する。ところが、技術資源の
蓄積が十分でない企業は、外部技術の活用能力が低い
ために、外部技術の技術力が高まるにつれてその利用数
が減少する。技術資源の蓄積が十分でない企業は、技
術蓄積を進めることによって活用能力を高めようとする
が、活用能力の増加にともなって外部技術の利用は減少
するのである。

次に、太田・元橋（2011）は、キヤノンと日立ソフトの
DNA チップ技術にかかわる特許データの分析によって、
技術資源の蓄積が研究開発戦略の選択に与える影響を
実証している。十分に技術資源を蓄積していたキヤノン
は技術活用戦略を選択している。キヤノンは DNA チッ
プ事業に参入する際に、インクジェット技術の転用を想
定していたからである。キヤノンのインクジェット技術は、
同社のコア技術に位置づけられており、それを応用展開
することで技術的シナジー効果の創出を意図していたの
である。その一方で技術蓄積が十分でない日立ソフトは
技術探索戦略を選択している。日立ソフトは DNA チッ
プ事業に参入する際に、技術者の新規採用を行い、かつ
外部組織との連携を深める戦略を採用したのである。太
田・元橋（2011）は、このとき日立ソフトの内部技術と外
部技術を組み合わせる能力が高いことを強調している。

Song and Shin（2008）と太田・元橋（2011）の議論
を整理すると、探索能力と活用能力のジレンマ関係が再
確認できる。March（1991）が指摘したように、技術の
蓄積があると技術活用を優先する傾向がある。これは、
技術蓄積があるにもかかわらず、外部技術の探索を行う
ことは、既存の技術蓄積を否定することになりかねない
からである4。

2）	研究開発組織の分化

吸収能力には、研究開発能力に対して相反する関係を
持つ下位能力が含まれていることが明らかにされた。先
行諸研究では技術探索と技術活用が同一の研究開発組
織によって遂行されることが想定されていたのである5。

ところが、近年では技術探索機能を研究開発組織から
分化させる事象が観察されている。既存の組織プロセス
から切り離すことによって、自由な活動を促進するためで
あ る（Christensen, 1997: Goold and Campbell, 2002: 
Raisch et al., 2009）。このように分化した組織を技術探
索組織と呼ぶ。研究開発組織には、既存の研究開発能
力が残っており、これを技術活用組織と呼ぶ。

企業外部との接点となる技術探索組織は、不確実性
の高い環境に直面するため、既存の組織構造とは異な
る独立的な組織構造が必要となる（Burns and Stalker, 
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1961: Goold and Campbell, 2002: 楠木 , 2001）。ここ
で想定されている関係は、技術探索組織と外部との関係
である。しかしながら、技術探索組織は企業内部の技
術活用組織に依存している。なぜなら、探索された技術
は技術活用組織に利用されることで初めて組織的な成果
となるからである。技術探索組織は、単に外部との関係
を想定した独立的な組織構造とすればよいのではなく、
企業内部での調整が必要であり、その統合メカニズムが
組織設計において重要となる（Lawrence and Lorsch, 
1967）。

その一方で技術活用組織には、技術探索組織から外
部技術を提供されることによって、既に蓄積している内部
技術が代替される可能性が存在している。内部技術が
外部技術に代替されるということは、技術者の雇用にか
かわる問題となる（Chesbrough, 2006）。そもそも、技
術活用組織は、技術探索組織を利用せずとも技術開発
を進めることができる。技術者は、自らの専門能力を生
かした仕事を成し遂げたいというキャリア志向があるため

（永田・小林 , 2002, 147 頁）、あえて外部技術を利用しよ
うというインセンティブは存在しない。技術活用組織は、
技術開発において独立した組織であるため、技術探索組
織に依存する必要がない。つまり、技術探索組織は技術
活用組織に依存しているが、技術活用組織は技術探索
組織に依存しないという一方的な依存関係となっている。
すなわち、技術探索組織と技術活用組織にはジレンマ関
係が引き継がれているのである。

3.	技術探索組織と技術活用組織の統合メカニズム
技術探索組織と技術活用組織の関係において、技術探

索組織が抱える構造的な問題は、次の 2 点に集約できる。
第一に、一方的な依存関係は組織間関係に非対称的な
パワー関係をもたらすことである（Pfeffer and Salancik, 
1978）。技術探索組織は、技術活用組織に依存してお
り、パワー関係で劣位となる。第二に、新設組織である
ために組織能力の蓄積が不足していることによって、企
業内部での資源獲得競争で劣位となることである（March 
and Simon, 1993: Tripsas, 2009）。こうした問題に対し
て、技術探索組織は学習による組織能力の蓄積によって、
パワーを獲得しようとする（Pfeffer, 1992）。技術探索組
織はいかなる組織能力を、どのように蓄積するのだろう
か。

経営戦略の視点から外部技術の利用によるメリットの
議論は多いが、実際に外部技術を利用する技術活用組
織にとってのメリットについては議論されていない。むし
ろ、技術活用組織にとってはデメリットが存在することが
指摘されている（Chesbrough, 2006）。経営層と技術活

用組織の間に利益背反が存在することは、外部技術の
利用に対するモチベーションの相違を生み出す。このよう
なモチベーションの相違は、外部技術の利用を妨げる要
因のひとつとなる（Doz, 1988）。技術活用組織が外部技
術を利用するためには、いかなるモチベーションを必要と
するのだろうか。そのモチベーションはどのように得られ
るのか明らかにする必要がある。

技術探索組織は、理念的に外部技術の探索に対して
十分な資源配分を行う必要がある。しかしながら、技術
探索組織が外部技術を見出し、技術活用組織に外部技
術を提供しても、技術活用組織が外部技術を利用しなけ
れば技術探索組織の成果にはならない。その結果、技
術探索組織は、外部技術の探索とは異なる業務を作り出
すことによって、組織体としての生き残りを図るかもしれ
ない。

組織の分化にともなう問題は、統合による解決が求
められる（Lawrence and Lorsch, 1967: O’Reilly and 
Tushman, 2008）。ここでの統合とは、「活動の統一を求
められる諸部門の間に存在する協働状態の質」と定義さ
れる（Lawrence and Lorsch, 1967, p.11 邦訳 14 頁）。

統合のためには、部門横断的組織を設置することや統
合担当者を設置することが重要である（Lawrence and 
Lorsch, 1967）。部門横断的組織の設置は、組織の枠を
越えたコミュニケーションを促進するために必要なもので
ある（網倉 , 1992, 141 頁）。なぜなら、組織の枠を越え
たコミュニケーションは、組織間の調整に協力し合う組
織文化を生み出すからである。各部門の利益よりも、企
業利益や顧客利益を上位に置く組織文化や組織間関係
は統合の基礎となる（鈴木 , 2009, 4 頁）。このような部
門間コミュニケーションについて網倉（1992）は、従業員
の主観的認識が「われ」と「かれ」の関係から「われわれ」
の関係に変質するプロセスであると指摘している（網倉 , 
1992, 141 頁）。

統合のための主要なメカニズムは、統合担当者によっ
てもたらされる。ここでの統合担当者は、内部組織の調
整だけではなく、外部組織との調整を担う必要があるた
めにアライアンス・マネジャー6と呼ばれる（中本 , 2013b: 
Speckman et al., 1998）。中本（2013b）によると、アラ
イアンス・マネジャーによる具体的な調整活動は、①提
携相手への提案のための社内関連部門調整、②提携の
大きなミッションを設定する、③提携のスケジュールを管
理する、主要なイベントを実施する、④社内関係部門へ
の提携内容の教育ならびに提携の社内トレーニング、⑤
提携相手との関係改善のための健康度調査7を実施する、
⑥ 提 携 契 約書の改善を提案 することである（ 中本 , 
2013b, 119-120 頁）。このような幅広い活動を行うために
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は、経営層による後ろ盾が重要となる（Lawrence and 
Lorsch, 1967, pp.119-120 邦 訳 142-143 頁 : 中 本 , 
2013b, 116 頁）8。

アライアンス・マネジャーには、経営層による後ろ盾だ
けではなく、内的統合能力が必要になる。具体的には、
技術的専門能力と近接領域及び他領域での比較的幅広
い知識や経験である（鈴木 , 2009, 4 頁）9。アライアンス・
マネジャーによる統合は、複数組織にかかわっているた
め、関連する知識や経験が必要となる。このような知識
や経験と技術的専門能力によって、アライアンス・マネ
ジャーは統合を推進する。経営層による後ろ盾は統合に
直接かかわるのではなく、統合を担当するアライアンス・
マネジャーに対して活動の正当性を付与するためのもので
ある。

以上の議論を踏まえ、本稿で展開する分析枠組みを整
理したものが、図 1 である。技術探索組織は技術活用組
織に依存しているが、その一方で技術活用組織は技術探
索組織に依存していない。これに対して統合がどのよう
に機能するのかを示したものである。次節以降では、こ
の分析枠組みに沿って事例を考察する。

図 1 研究開発組織の分化と統合の枠組み

典拠 : 中本 (2013a), 139 頁 , 図 2 を参考に筆者作成

III.	 パナソニックの研究開発改革とオープン・イノ
ベーションに対応した諸組織

1.	パナソニックの研究開発体制とオープン・イノ
ベーション組織の概要
本稿で扱うパナソニックの事例は、森下洋一（社長在

任期間 : 1993-2000 年）に続き社長となった中村邦夫（同 : 
2000-2006 年） と、 そ の 後 任である大 坪 文 雄（ 同 : 
2006-2012 年）による事業部経営体制と研究開発体制の
改革にかかわるものである。パナソニックは、1933 年に
事業部制を採用してから一貫して事業部の自主責任経営
体制10を採用している。これは事業子会社についても同
様である。国内需要が拡大する市場においては、それぞ

れの事業部が競争することにより、グループ全体としての
競争力が高まっていた（兒玉 , 2007: 野中他 , 2010）。

ところが、1990 年代後半からエレクトロニクス技術の
デジタル化が進むにともない、グループ内での競争によ
る問題点が顕在化するようになった。アナログ技術のも
とではグループ内の競争により、技術開発の加速化や生
産ラインの改善が実現されパナソニック全体の競争力に
貢献していた（淺羽 , 2002: 吉村 , 1995）。ところが、デ
ジタル技術のもとでは、いかに強力なデバイスを開発する
かが競争上の焦点となる（寺山 , 2005）。そのためには、
グループ内に分散して蓄積されている開発資源を集約化
する必要がある。デジタル技術の開発費用が高騰するな
かで、グループ内の競争はそれぞれの疲弊につながり、
競争力と業績を悪化させていったのである（McInerney, 
2007: 野中他 , 2010）。

パナソニックでは、デジタル化に適応するため、本社
主導でいくつかの改革が既に行われていた11。ところが、
当時は松下通信工業や九州松下電器などの事業子会社の
業績が良好であり、本社の施策はグループ全体に強い影
響力を持たなかったのである（河合 , 1996: 西口 , 2009: 
野中他 , 2010）。

2000 年以降、パナソニックは技術変化に適応するため
のグル ープ 再 編を 進 めた（ 兒 玉 , 2007: McInerney, 
2007: 野中他 , 2010）12。2002 年、当時社長の中村は、「グ
ループ企業間の事業重複の排除、開発を中心とする経営
資源の集中、開発・製造・販売の全機能の統合・一元化
を行うことを基本的な考え方13」としていた。グループ再
編の結果、各事業部や各事業子会社は、ドメイン会社14

の傘下に収まった。
企業グループの統合は、グループ内に分散して蓄積さ

れていた技術の統合を促した。パナソニックは本社研究
所を「コア技術プラットフォーム」として、ドメイン会社と
協働する研究開発体制を構築した（兒玉 , 2007）。コア
技術プラットフォームとは、企業グループ全体の技術を結
集して、各コア技術に分類することによりグループ全体で
活用できる技術基盤を指す。ドメイン会社がコア技術プ
ラットフォームを活用した開発体制を「プラットフォーム型
開発体制」と呼ぶ。分散していた技術を統合することに
より、効率的な開発体制が構築されたのである。（兒玉 , 
2007: 鈴木 , 2008）。

企業グループの統合は、一定の経営的成果を収めたと
評価されている（伊丹 , 2007: McInerney, 2007）。それ
までのパナソニックは、経営に対する基本的な意思決定
権限を事業部や事業子会社に委ねる一方で、研究開発に
ついては、本社による集権化と事業部に対する分権化が
社長の交代とともに交互に行われていた（河合 , 1996: 下
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谷 , 1998）。中村改革は、グループ・レベルの技術戦略
と事業部レベルの技術戦略に一貫性を持たせることに成
功したのである（西口 , 2009）。

ところが、パナソニックは、2012 年から 2 年連続で最
終損益に赤字を計上15しており、中村改革の再検討が求
められている（中野 , 2014: 関舎 , 2012）。

中村改革は先行諸研究が明らかにしたように、企業グ
ループ・シナジーを遂行することが基本的な目的とされて
いた（中園 , 2014: 西口 , 2009: 鈴木 , 2008）。しかしな
がら、中村社長のもとで CTO を務めていた古池は、「国
や大学との産学官連携、技術ベンチャリング、他社企業
との技術協業など、開発状況に応じて戦略的に選択して
連携すること」が重要になっていると指摘している（古池 , 
2006, 1719 頁）16。同様に中村社長のもとでコーポレート
R&D 戦略室室長を務めていた宮部によると、「社内、社
外を問わず、オープンに資源を調達してイノベーションを
すすめるオープン・イノベーションが大事になります」と
指摘している（宮部 , 2010, 38 頁）。

中村に続いて社長となった大坪に対して、中村は「大
坪新社長就任を機にステージが変わり、技術立社という
観点から成長戦略を考えなくてはなりません。自社技術
を高めていくだけではなく、松下にない技術、知財は買っ
てでも事業にしていきます。そういった意味で大坪専務
が適材であると考えました」と述べている（長田 , 2008, 
34 頁）。実際に大坪のもとで、オープン・イノベーション
の活用が表明されている17。

ところが、大坪社長のもとでコーポレートR&D 戦略室
チームリーダーを務めた星は、経営層が望むほど活発に
オープン・イノベーションが行われていなかったことを指
摘している（星 , 2008, 163-164 頁）。次項では、パナソニッ
ク関係者に対するインタビューに基づき、技術ベンチャリ
ング推進チームの事例分析を行う。なお、インタビュー
調査の詳細は表 1 に示されている。

表 1 インタビュー調査の詳細
インタビュイー 日時 場所 時間 方法

元本社研究開発
技術者A 2013 年7月8日 大阪 約1時間 半構造化

元本社研究開発
技術者B 2013 年9月27日 大阪 約 2 時間 半構造化

AVC事業部経営
企画室 2013 年10月12日 京都 約 2 時間 半構造化

研究開発技術者 2014 年 8月26日 東京 約1時間 半構造化
筆者作成

2.	技術ベンチャリング推進チーム
パナソニックのベンチャー戦略は、社内ベンチャー戦略

と社外ベンチャー戦略に区分できる。社内ベンチャー戦
略には、パナソニック・スピンアップ・ファンドがある。こ

れは、パナソニック・グループ内の社員から事業アイデア
を募集し、起業を促進する制度である（宮部 , 2010）。
本稿で扱う技術ベンチャリング推進チームは、社外ベン
チャー戦略に位置づけられる。社外ベンチャー戦略とは、
社外ベンチャーに投資することによって、新たな技術を
獲得するものである（星 , 2008）。コーポレート・ベンチャー・
キャピタル（CVC）投資18とも呼ばれ、技術獲得を目的と
する CVC 投資と株式等の売却による収益獲得を目的と
する一般的なポートフォリオ投資とは区別されている

（Chesbrough, 2002）。
1998 年、パナソニックはコーポレート R&D 戦略室に

技術ベンチャリング推進チームを設置した。技術ベンチャ
リング推進チームは、シリコンバレーに拠点を持つパナソ
ニック・ベンチャー・グループを傘下に置いている。パナ
ソニック・ベンチャー・グループは、「シリコンバレーの活
力を取り込んで、新たな価値創造をもたらす新規ビジネ
ス、新製品創出」を目的としていた19。また、パナソニック・
ベンチャー・グループはシリコンバレーという立地を基に、
スタンフォード大学など近辺の大学との産学連携を行って
いる（樺澤 , 2007）。技術ベンチャリング推進チームとパ
ナソニック・ベンチャー・グループの組織的位置づけは図
2 に示されている。

図 2 パナソニック・ベンチャー・グループの組織的位置
づけ

典拠 : 樺澤 (2007) を参考に一部修正

1998 年当時は森下社長の時代であり、戦略的意思決
定は森下に集約されていた（立石 , 2001）。しかしながら、
技術ベンチャリング推進チームは、社長ではなく技術担
当役員が意思決定を行う仕組みを構築していた。シリコ
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ンバレーにおいて社外ベンチャーと交渉を行う際に、社
長の決裁を待っているのでは意思決定のスピードが遅くな
るからである（樺澤 , 2007）。

社外ベンチャーに対する投資プロセスは、2 段階に分
かれている。第一に、技術ベンチャリング推進チームが、
①シリコンバレーのベンチャー・コミュニティから、投資
先候補となるベンチャー企業を紹介される、②ベンチャー
企業の技術とパナソニックの技術を組み合わせることが
できるかどうかの判断を行う。第二に、技術ベンチャリン
グ推進チームと本社研究所の技術活用組織が、③持ち
込まれたベンチャー企業のなかから、戦略的価値があり
そうなベンチャー企業を選別する、④ベンチャー企業と
の共同開発、ライセンス導入などの R&D 戦略提携機会
を見極める、⑤ベンチャー企業への小額出資を通じて、
R&D 戦略提携の実現を促進するというものである（樺澤 , 
2011, 152 頁）。

技術ベンチャリング推進チームには、シリコンバレーで
現地採用したベンチャー・キャピタリストが所属している

（樺澤 , 2007）。シリコンバレーで投資を行う際には、ベ
ンチャー・コミュニティのネットワークが欠かせない。ベ
ンチャー・コミュニティ内での情報交換がなければ、ベ
ンチャー企業に対する豊富な情報を収集することが困難
となるからである（小野 , 2013）。技術ベンチャリング推
進チームは、現地採用のベンチャー・キャピタリストを
抱えることによって、ベンチャー・コミュニティに参加し、
投資先候補となるベンチャー企業の情報を得ているので
ある。ただし、現地採用のベンチャー・キャピタリストは、
技術者ではない。そこで、技術の評価については、特
許調査や社外の専門家に技術調査を依頼することになる

（樺澤 , 2011）。
技術ベンチャリング推進チームによって選択されたベン

チャー企業は、次にパナソニックの技術活用組織に評価
される。そこでの評価のポイントは、次のとおりである。「技
術のライセンスを当社で持ち、さらにその技術について精
通している者が当社の技術開発部門の中にいることが基
本です。製品化が進んでいるときに、出資先が倒産した
場合、技術を引き継いでいける体制にないと、大きな損
失が出るリスクがあるわけです。」（樺澤 , 2007）。技術ベ
ンチャリング推進チームは、技術活用組織による評価を
乗り越えたベンチャー企業に対して小額投資を実施する。
すなわち、社外ベンチャーに対する投資は、技術ベンチャ
リング推進チームが主体的に行うが、リスクを取り技術を
引き継ぐのは技術活用組織となる。

既に技術開発を行っている技術活用組織にとって、追
加的なリスクを取ってまで社外ベンチャーの技術を獲得
することはどのような意味があるのだろうか。技術活用組

織がベンチャー企業の技術を高く評価し、社外ベン
チャーに対する投資プロセスが進展した場合について 2
名の元本社研究開発部門研究者にインタビューを行った。
インタビューで明らかにされたことは、以下のとおりであ
る。第一に、本社研究開発部門の技術会議にてなぜ当
該技術を内部で開発できなかったのか叱責されることに
より、技術活用組織のモチベーションが低下する場合が
ある20。第二に、内部で開発している技術と類似した外
部技術を獲得することにより、技術者が解雇される可能
性が存在するため、技術活用組織のモチベーションが低
下する場合がある21。第三に、外部技術を獲得すること
により、ベンチャー企業の社員が技術活用組織のミドル
に位置づけられる可能性があり、それを避けるために技
術活用組織が抵抗を示す場合がある22。パナソニックは、

「プラットフォーム型開発体制」の構築にともない中央研
究所が解体されていたことから、社外ベンチャーの技術
を活用することにより、本社研究所における技術活用組
織の存在意義が問われる可能性を内包していたのであ
る。そのために、技術活用組織にとって、社外ベンチャー
の技術を活用することはデメリットが大きいと考えられる。

IV.	 議論

1.	技術活用組織における自前主義の強化
パナソニックの事例では、技術ベンチャリング推進チー

ムが技術探索組織としての機能を持っていた。既存の技
術活用組織とは区分され、分化が進んでいる。パナソニッ
クでは、アライアンス・マネジャーは設置されておらず、
製品開発プロジェクトに技術探索組織が組み込まれるこ
ともなかった。すなわち、技術探索組織と事業部の技術
活用組織との間には共通の上位組織が存在しなかったの
である。これは、両組織の利害を調整する組織がないこ
とを示すものである。

パナソニックは、「プラットフォーム型開発体制」に移
行すると同時に、研究開発テーマの取捨選択を行った。
全社共通の研究開発評価指標の導入により、重要度の高
い研究開発テーマに集中するためである（兒玉 , 2007, 85
頁）。具体的には、研究開発の費用対効果を指標化する
ことにより、リスクが低く実現性の高い研究開発テーマ
を選択するようになった（経済産業省 , 2008）。このよう
な重要度が高く、リスクが低い研究開発テーマを選択す
るとき、外部技術を活用することによって既存の組織プ
ロセスを変化させることは回避される。外部技術を活用
した研究開発プロジェクトに慣れていないマネジャーは、
外部技術の活用にかかる組織プロセスの変化を過大に見
積もるからである（Chesbrough, 2006）。すなわち、自主
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責任経営体制のもとで、自前主義を構築していた各事業
部は、リスクの低い研究開発テーマを志向するようにな
り、さらに自前主義を強化させたのである。外部技術を
活用する発想は、経営層だけが持っているものであり、
ミドルやそれ以下のレベルには浸透していなかったので
ある。ミドル・レベルでは、重要度の高い開発テーマを
進めるうえで、不確実性をともなう外部技術の活用を前
提とすることは考えられなかった。同様に、開発を進め
るうえで外部技術の活用にかかわる提議は、議題として
の重要性を低下させていったのである23。

結果として、技術活用組織は自前主義を改革するので
はなく、むしろ自前主義は強化されていた。外部技術を
利用する意思のない技術活用組織に対して、技術探索組
織はどのように対処していたのだろうか。

2.	技術探索組織における二重の役割
技術ベンチャリング推進チームは社外ベンチャーにか

かわる業務だけではなく、産学連携にかかわる業務を担っ
ていた。パナソニックの産学連携は、全社横断的なプロ
ジェクトが組まれている（西口 , 2009: 吉田 , 2005）。さ
らに、技術ベンチャリング推進チームの上位組織である
コーポレート R&D 戦略室の室長は、産学連携推進セン
ターの所長を兼ねている24。つまり、技術ベンチャリング
推進チームが産学連携を推進することは、コーポレート
R&D 戦略室にとって利益となる。

また、社外ベンチャーに対する投資プロセスは、技術
ベンチャリング推進チームがベンチャー企業を探索する
のではなく、シリコンバレーのベンチャー・コミュニティ
から投資先候補となるベンチャー企業を紹介されること
から始まる（樺澤 , 2011）。技術ベンチャリング推進チー
ムは、ベンチャー企業を紹介されるまでは投資プロセス
を開始できない。したがって、技術ベンチャリング推進
チームの日常業務としては、産学連携が中心となってい
たのである。すなわち、技術ベンチャリング推進チームは、
オープン・イノベーションの推進と産学連携の推進という
二重の役割を担っていたのである。

ここまでの議論から、パナソニックの事例で摘出した
技術探索組織は、オープン・イノベーションに対する代
替的な業務があり、オープン・イノベーションに専念する
必要性が必ずしもなかったと考えられる。技術探索組織
には二重の役割があり、オープン・イノベーションの推進
は比較的困難な業務であった。そのため、技術ベンチャ
リング推進チームは産学連携といった比較的容易な業務
を優先的に行っていたのである。

技術探索組織と技術活用組織が構造的に持つ組織間
関係として、技術探索組織が技術活用組織に依存する一

方で、技術活用組織は技術探索組織に依存することはな
いというものがある。本稿の事例のように技術活用組織
に自前主義の傾向が強いと、両組織の非対称的パワー関
係を改善することはより困難となる。両組織の関係を踏ま
えたうえで調整が行われない限り、技術探索組織は技術
活用組織に対して情報提供を行うだけのスタッフ的機能
を果たすのみとなる。しかしながらスタッフ的機能を果た
すだけでは組織を維持することができないため、技術探
索組織は非対称的パワー関係のない他の業務を遂行する
ことによって組織を維持しようとしたのである。

技術ベンチャリング推進チームは、本来オープン・イノ
ベーション推進のために設置された組織である。しかし
その成果を果たすことが出来なかったため、技術ベンチャ
リング推進チームは、2012 年の組織改革により、オープン・
イノベーション推進室ベンチャリング推進チームへと改組
された25。

V.	 結論

本稿は、オープン・イノベーションを遂行する際に発生
する企業内組織間コンフリクトの発生メカニズムを論じる
ことを目的とし、なぜパナソニックはオープン・イノベーショ
ンを首尾良く遂行することができなかったのか事例の考
察を行った。本稿の結論は、技術探索組織の職務設計
と技術活用組織の自前主義に問題があったため、オー
プン・イノベーションを遂行する技術探索組織と技術活
用組織の間にコンフリクトが生じることにより、その結果
としてオープン・イノベーションを首尾良く遂行すること
ができなかったというものである。具体的には、①技術
活用組織は外部技術を利用するインセンティブを持たず、
むしろ内部技術の活用を促進する研究開発戦略が採用さ
れていた、②技術探索組織と技術活用組織を調整する上
位組織が存在せず、技術活用組織寄りの意思決定が行
われていた、③技術探索組織に役割の二重性があること
によって、外部技術の探索に対して資源配分が優先され
なかったことが指摘された。

パナソニックの事例に基づくと、オープン・イノベーショ
ンを遂行するためには、技術活用組織の自前主義の克服
と、上位組織による適切な調整が行われる必要がある。
それでは、どうすれば、技術活用組織の自前主義を克服
し、上位組織による調整が可能になるのかという問いが
生まれる。加えて、本稿で得られた知見を他の企業や産
業においても比較検討することによって、精緻化する必
要がある。これは、今後分析を深めるべき課題である。
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注

1. Chesbrough（2003） は、 典 型 的 なイノベーショ
ン 理 論 を「 クローズド・イノベーション（closed 
innovation）」と呼んでいる。クローズド・イノベーショ
ンとは、企業内部でアイデアを生み出し、企業内部で
研究開発を行うことによって、価値を創造することで
ある（Chesbrough, 2003, pp.xx-xxii 邦訳 4-6 頁）。

2. 内部技術の外部化プロセスについては、Chesbrough 
and Garman（2009）や Kutvonen（2011）、中原（2009）
を参照されたい。特に中原（2009）は、技術の外部
化にかかわる手法を詳細に解説している。

3. 技術探索と技術活用にかかわる最適なバランスの探
求については、鈴木（2012）や Suzuki and Methe

（2014）、Tushman et al.（2010）を参照されたい。

4. 技術資源の蓄積にかかわる負の側面については、生
稲（2012）や高（2006）、Nakazono et al.（2014）を
参照されたい。

5. ただし、ここでの技術探索の具体的な役割としては、
技術渉外などのスタッフ的機能に限定されている。

6. アライアンス・マネジャーとプロダクト・マネジャーの
違いについて中本（2014）は、Clark and Fujimoto

（1991）の主張するプロダクト・マネジャーの機能と一
部重複していることを認めながらも、アライアンス・マ
ネジャーの関与する範囲がプロダクト・マネジャーより
も広いことを指摘している。

7. 提携業務にかかわる問題やとまどい、苛立ちについて
の調査を指す（中本 , 2013b, 120 頁）。

8. 日本企業におけるアライアンス・マネジャーには、多く
の場合で公式的な権限が付与されていないため、後
ろ盾という支援形態になる（中本 , 2013b, 111 頁）。

9. 中本（2013b）は、コミュニケーション能力の高い営
業経験者がアライアンス・マネジャーとなった事例を
取り上げることによって、技術的専門能力の重要性を
強調している。

10. 各事業部は黒字である限り、自由な経営を任されて
いたのである。製品ライフサイクルが存在するなか
で、各事業部が黒字を維持し続けるためには、新製
品の開発が求められた。そこで各事業部は、有望事
業を狙い多角化を進めるようになったのである（兒玉 , 
2007）。

11. 中村以前の経営改革については河合（1996）や下谷
（1998）を参照されたい。

12. 1999 年の商法改正により、株式交換による吸収合併
が認められるようになっていたことが前提となってい
る。2001 年、IT バブルの崩壊により事業子会社の
時価総額が減額したため、グループ統合が実質的に
加速した。なお、実質的なグループ統合のプロセス
については兒玉（2007）を参照されたい。

13. 「松下グループの事業再編について」パナソニック・
ニュースリリース 2002 年 4 月 26 日。

14. ドメイン会社とは、製品分野ごとに分かれていた事業
部を、関連する製品分野へまとめたものである。たと
えば AVCドメインは、映像機器、音響機器、ネットワー
クデバイスなどを担う。

15. 「パナソニック 7650 億円赤字、今期も大幅損失、63
年ぶり無配」日本経済新聞 2012 年 11 月 1 日。

16. 服部（2011）は「古池氏は、オープン・イノベーショ
ンの重要性を早くから認識」していたことを指摘して
いる（服部 , 2011, 25 頁）。

17. 「アニュアル・レポート 2009: Our energy will Drive 
eco Innovation」2014 年 8 月 2 日閲覧 .（http://
panasonic.co.jp/ir/reference/annual/2009/pdf/
panasonic_ar2009_j.pdf）

18. CVC 投資については、Dushnitsky（2012）や倉林
（2014）を参照されたい。

19. 「パナソニックにおけるベンチャーを活用したコー
ポ レ ー ト R&D」2014 年 9 月 20 日 閲 覧（http://
jp . fujitsu .com/group/fr i/downloads/events/
conference/110209kabasawa.pdf）

20. 2013 年 7 月 8 日に実施された元本社研究開発部門研
究者 A へのインタビューによる。

21. 2013 年 7 月 8 日に実施された元本社研究開発部門研
究者 A へのインタビューによる。

22. 2013 年 9 月 27 日に実施された元本社研究開発部門
研究者 B へのインタビューによる。

23. 2014 年 8 月 26 日に実施された研究開発部門研究者
へのインタビューによる。

24. 「組織変更・人事異動について」パナソニック・ニュー
スリリース 2012 年 9 月 28 日。

25. 2014 年 8 月 26 日に実施された研究開発部門研究者
へのインタビューによる。

http://panasonic.co.jp/ir/reference/annual/2009/pdf/panasonic_ar2009_j.pdf
http://panasonic.co.jp/ir/reference/annual/2009/pdf/panasonic_ar2009_j.pdf
http://panasonic.co.jp/ir/reference/annual/2009/pdf/panasonic_ar2009_j.pdf
http://jp.fujitsu.com/group/fri/downloads/events/conference/110209kabasawa.pdf
http://jp.fujitsu.com/group/fri/downloads/events/conference/110209kabasawa.pdf
http://jp.fujitsu.com/group/fri/downloads/events/conference/110209kabasawa.pdf
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